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令和６年度 健康保険組合全国大会

開催日時／
令和６年10月24日（木）
12：30～14：15

東京国際フォーラム・ホールＢ７
東京都千代田区丸の内3-5-1

開催日時／令和６年10月24日（木） 12：30～14：15

開催場所／東京国際フォーラム・ホールＢ７
　　　　　　　東京都千代田区丸の内3-5-1

開会の辞

会長基調演説

決議

厚生労働大臣への決議の手交

厚生労働大臣挨拶
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２０２５年を乗り越え、
未来につながる皆保険制度に

改革断行

現役世代を
守るための

！を
特別企画

講演テーマ

「安心・安全な医療と全世代型社会保障制度への改革
  ～2040年を見据えた医療・介護提供体制改革～ 」

1980年東京大学法学部卒、同年旧厚生省入省。在フランスOECD事務局研究員、埼玉県生活福祉部高齢
者福祉課長、厚生省高齢者介護対策本部事務局次長、内閣官房内閣参事官（小泉総理大臣官邸）、同審議
官、厚生労働省政策統括官（社会保障担当）、年金局長、雇用均等・児童家庭局長を歴任。その間、介護保険
法、子ども・子育て支援法、GPIF改革等の制度創設・改革を担当。また、内閣官房内閣審議官として「社会保
障・税一体改革」を取りまとめた。2016年厚生労働省退官、2017年在アゼルバイジャン共和国日本国特命
全権大使。2020年4月上智大学総合人間科学部教授、同年8月一般社団法人未来研究所臥龍代表理事。
2022年4月より現職。

一般社団法人未来研究所臥龍　代表理事
兵庫県立大学大学院社会科学研究科　特任教授

香取　照幸 氏



本年は、「団塊の世代」がすべて後期高齢者となる「2025年」が目前に迫った極めて重要な年で
あり、我々健保組合は、高齢者医療費のさらなる増大と現役世代の減少が重なる「2025年問題」と
いう重大な危機に直面する。これまでも厳しい財政運営を強いられてきたなかで、高齢者医療への
拠出金負担が一層増加していくことを踏まえれば、支え手である現役世代の負担は限界を超え、
医療保険制度の中核を担う健保組合の存続が危ぶまれる事態に陥る。

国民の安心の礎である「国民皆保険制度」を次世代に残していくためには、国と保険者、医療提供
者などの関係者をはじめとする国民全員がこの難局を乗り越える覚悟を決め、未来につながる改革
への歩みを進めなければならない。
特に、「現役世代の負担軽減」と｢世代間の給付と負担のアンバランス解消｣が不可欠であり、これら

の実現は健保組合の安定した運営の確保につながるものである。これまでの「負担は現役世代、
給付は高齢者」という仕組みを改め、全世代が納得して負担し合う持続可能な制度とするためにも、
改革を断行していかなければならない。喫緊の課題である少子化対策についても、その財源を含め、
国民の十分な理解のもと進めるべきである。

また、適切な医療サービスを確保し質を向上させていくためには、医療機能の分化・連携の強化は
必須であり、「かかりつけ医制度」の構築など、国民にとって安全・安心で、効果的・効率的な医療
提供体制を構築していかなければならない。
なかでも、医療DXは、高齢者の増加や医療技術の高度化などにより、医療費が増大するとともに、
医療に関わる人材不足が懸念されるわが国において不可欠な施策である。医療DXの重要な基盤と
なるマイナ保険証を基本とする仕組みへの移行を12月に控えるなか、国民がそのメリットを実感して
いくためには、「全国医療情報プラットフォーム」の構築を進め、「電子処方箋の普及」、「電子カルテ
情報の標準化」などを推進し、社会生活に浸透させていく必要がある。

我々健保組合は、これまでも事業主と連携を図り、加入者の特性にあわせた保健事業を実施し、
健康寿命の延伸に貢献してきた。本年度からスタートした、「第3期データヘルス計画」や「第4期特定
健診・特定保健指導」などを着実に進めながら、保険者としての役割をより一層強化し、人生100年
時代にふさわしい先駆的な取り組みを進めていく。
未曾有の超高齢社会にあって、存続の分水嶺ともいうべき2025年を乗り越え、国民皆保険制度

を未来につなげていくため、現役世代を守る改革の断行を求め、我々は組織の総意をもってここに
決議する。
一．皆保険を全世代で支える持続可能な制度の実現
一．医療の効率化に資する医療ＤＸの推進
一．安全・安心で効果的・効率的な医療提供体制の構築
一．健康寿命の延伸につなげる健保組合の役割強化
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現役世代を守るための改革断行を！
-２０２５年を乗り越え、未来につながる皆保険制度に-

決議 スローガン

わが国は急速な高齢化や医療の高度化等により

医療費の増加傾向が続く一方で、支え手である現

役世代は減少し、国民の安心を支えてきた皆保険

制度は存続の危機に直面している。

世界に誇る皆保険制度を将来に引き継ぎ、持続

可能な制度とするためにも、今こそ「現役世代の負

担軽減」や「世代間の給付と負担のアンバランス

解消」などの課題に道筋をつけ、皆保険制度を全

世代で支える仕組みに改革しなければならない。

また、社会保障制度全体に大きな影響を及ぼす

少子化は国の最重要課題であり、その対策も国民

全体の納得のもとに進めるべきである。

医療ＤＸは、デジタル化された保健、医療、介護

分野の情報等を活用することにより、国民がより

良質かつ効率的なサービスを受けられる体制を構

築するものである。超高齢社会にあって、今後ます

ます医療需要が高まるわが国においては、限られ

た医療資源を適正に活用し、持続可能な社会保障

制度を築くために不可欠な施策である。

本年12月には、マイナ保険証を基本とする仕組

みに移行する。マイナ保険証は医療DXを推進す

るうえで重要な基盤であるが、国民がそのメリット

を実感していくためには、「全国医療情報プラット

フォーム」の構築を進め、「電子処方箋の普及」、

「電子カルテ情報の標準化」を推進し、国全体で

社会生活に浸透させていく取り組みを強力に進め

るべきである。

少子高齢化の加速により、医療ニーズの質・量が

大きく変化するとともに、医療・介護従事者の人材

確保が一層困難となるなか、このままでは国民が

必要な時に必要な医療を受けられる医療提供体制

を維持することが難しくなっていく。

今後も適切な医療サービスを確保し質を向上さ

せていくためには、医療機能の分化・連携の強化は

必須であり、かかりつけ医制度の構築など、国民に

とってわかりやすく、安全・安心で、効果的・効率的

な医療提供体制を構築していかなければならない。

また、医療の重点化・効率化の観点から、医療の質

を担保しつつ、保険給付範囲の見直しや薬剤処方

の適正化など｢給付と負担の見直し｣にも取り組む

べきである。

健保組合は事業主とともに、加入者の特性に応

じたきめ細やかな保健事業を効果的・効率的に展

開し、健康づくり・疾病予防等に取り組むことで健

康を創出し、健康寿命の延伸にも貢献してきた。

今年度から始まった健康日本２１（第3次）とも連

携し、｢第３期データヘルス計画｣、｢第４期特定健

診・特定保健指導｣、さらには第4期医療費適正化

計画等を踏まえ、健保組合は、医療ＤＸを活用しな

がら、これまで以上に保険者としての役割を強化

し、先駆的な取り組みを実践していく。

皆保険を全世代で支える
持続可能な制度の実現

医療の効率化に資する
医療ＤＸの推進

安全・安心で効果的・効率的な
医療提供体制の構築

健康寿命の延伸につなげる
健保組合の役割強化


